みなとさかい交流館内売店使用許可事業者の公募に係る企画提案書等作成要領
１　使用許可事業の概要
（１）使用許可事業名

　みなとさかい交流館内売店使用許可事業

（２）使用許可場所

　鳥取県境港市大正町215
（３）使用許可事業内容
　本件使用許可事業は、境港駅及び隠岐汽船への発着拠点である「みなとさかい交流館」の一部を使用許可し、隠岐汽船及び鉄道の利用者並びに水木しげるロード等への観光地への来訪者に対し、当地の持つ特徴を醸し出す物販を行い、交通結節点及び観光拠点としての当該施設の機能と一体となった売店事業を展開することにより、交流人口が拡大することを目的とする。
（４）使用許可事業の詳細

　ア　使用許可施設　みなとさかい交流館１階
イ　使用許可面積　90.314平方メートル

（５）使用許可期間  平成30年４月１日から平成35年３月31日まで

　　ア　営業開始日は原則として平成30年５月１日以前とするが、使用許可事業者選定後に改めて協議する。

　　イ　使用許可期間満了後は、契約の更新及び使用許可期間の延長は行わない。
（６）使用料等

ア　現行使用料　月額830円／平方メートル（消費税及び地方消費税の額を含む。単価改正予定あり。）

　　イ　使用許可部分に係る光熱水費及び冷暖房費等の諸経費は使用許可事業者の負担とする。

　
２　参加資格
　このプロポーザルに参加できる者は、次に掲げる要件を全て満たす者とする。
（１）地方自治法施行令（昭和22年政令第16号）第167条の４の規定に該当しない者であること。
（２）境港市に主たる事務所を有する者であること。
（３）法人等（個人経営者を含む。以下同じ。）の役員に、破産者、法律行為を行う能力を有しない

又は禁固以上の刑に処せられている者がいないこと。

（４）会社更生法（平成14年法律第154号）の規定による更正手続開始の申立て又は民事再生法（平成

11年法律第225号）による再生手続開始の申立てが行われていない者であること。
（５）平成29年10月13日（金）までの過去１年間に食品衛生法（昭和22年法律第233号）違反による行政処分を受けていない者であること。

（６）暴力団員による不当な行為の防止等に関する法律（平成３年法律第77号）第２条第２項に掲げ

る暴力団又は暴力団若しくはその構成員の利益になる活動を行う法人等でないこと。

（７）平成29年10月13日（金）から平成29年11月10日（金）までの間のいずれの日においても、鳥取県指名競争入札参加資格者指名停止措置要綱（平成７年７月17日付発出第157号）第３条第１項の規定による指名停止措置を受けていない者であること。
（８）法人税、県民税その他の税金の滞納がないこと。
３　企画提案書の内容
　　企画提案書の内容は、次のとおりとすること。
（１）売店運営方針及び運営計画と集客への取組
　　ア　売店運営コンセプト（みなとさかい交流館や周辺観光地への来訪者拡大への取組）

    イ　みなとさかい交流館の立地条件への理解（交通結節点、周辺観光資源への理解）

　　ウ　売店構成、集客の取組などの運営計画（売店意匠・レイアウト、集客への取組）
　　エ　経営状況、収支計画（継続的な運営可能性）

（２）主な販売品目と周辺観光との連携及び波及効果
　　ア　地域特性を活かした品目（販売品目と周辺観光との物語性、企画コンセプトを踏まえた品目）
　　イ　周辺観光への波及効果（周辺観光の目玉商品としてのポテンシャル）
（３）事業執行体制（経験者の配置など）
（４）その他独自の提案（（１）から（３）以外の独自提案）
４　現地説明会

（１）平成29年10月25日（水）　午後３時から行う。

（２）集合場所　　みなとさかい交流館３階　応接室

（３）参加申込

　　　現地説明会に参加を希望する者は、平成29年10月24日（火）午後５時までに企画提案書等作成要領に定める参加申込書を提出すること。（ファクシミリも可）

（４）参加人員　参加人数は、１事業者につき２名までとする。

（５）申込先　７（２）ウに同じ
５　使用許可事業候補者の選定
　　企画提案書について、観光関係団体、交通関係者、行政等で構成する「みなとさかい交流館内売店使用許可事業」選定委員会（以下「選定委員会」という。）で次に掲げる事項について評価を行い、さらに県（県土整備部）において事業実績及び経営実績等も総合的に勘案して使用許可事業候補者を選定する。

　　ただし、選定委員会で定める一定の基準に達しているものが応募者のなかにいなかった場合は、使用許可事業候補者を選定しない場合がある。

（１）売店運営方針及び運営計画と集客への取組

（２）主な販売品目と周辺観光との連携及び波及効果

（３）事業執行体制

（４）その他独自の提案

　なお、参加事業者が４者以上のときは、一次審査（書類選考）を行って３者程度まで選考し、一次審査を通過した者で二次審査（面接選考）を行う。参加事業者が３者以下のときは、全者について二次審査を行う。
６　審査結果の通知
審査結果は一次審査、二次審査を実施後、速やかに全ての提案者に郵送にて通知する。ただし、各評価項目の点数は公開しないものとする。また、審査経過や結果に対する異議は受け付けない。
７　企画提案書の提出方法等
（１）企画提案書等の問合せ先
　　　〒680－8570　鳥取市東町一丁目220
　　　鳥取県県土整備部空港港湾課　電話　0857－26－7585、ファクシミリ0857-26-8310
（２）企画提案書等の提出
　　ア　提出方法、提出期間及び時間
　　　　本プロポーザルに応募しようとする者は、企画提案書及び添付書類を作成し、提出すること。

提出期間及び時間は、平成29年10月13日（金）から同年11月10日（金）までの日（日曜日、土曜日及び国民の祝日に関する法律（昭和23年法律第178号）に規定する休日を除く。）の午前９時から午後５時までとする。

なお、郵送の場合は、平成29年11月10日（金）午後５時必着のこと。
　　イ　提出書類

　　　　提出書類は、次の表のとおりとし、正本１部、副本５部を提出すること。

	項番
	提　出　書　類
	備　　　　　　考

	１
	企画提案書提出書
	別記様式３　

	２
	企画提案書
	別紙の８項目の企画提案内容ごとにＡ４一枚以内に記載すること。
なお、企画提案書に添付する資料は、Ａ４判とすること。

	３
	提案者の事業概要
	別記様式４

	４
	売店レイアウト構想図
	売店レイアウト及びインテリアの構想が分かるもの

	５
	管理マニュアル
	衛生管理マニュアル及び災害時対応マニュアルを作成している場合のみ提出すること。

	６
	決算書
	最近３カ年分（平成26年、平成27年、平成28年度）の貸借対照表、損益計算書

	７
	国税及び地方税の納税証明書
	国税及び地方税に未納がないことを証する納税証明書（3ヶ月以内のもので原本に限る。）

・法人にあっては、法人税、消費税及び地方消費税並びに鳥取県の県税に係るもの

・個人にあっては、所得税、消費税及び地方消費税に係るもの並びに鳥取県の県税に係るもの（個人県民税を除く。）

・国税様式　その３－３（法人）、その３－２（個人）

	８
	商業登記簿謄本
	原本（３ヶ月以内のもの）

個人の応募者は、代わりに住民票を提出すること。

	９
	印鑑登録証明書
	原本（３ヶ月以内のもの）


（注）１　正本１部には原本を添付することとし、副本５部には複写したものを添付すること。

　  　　２　項番の順に書類を揃えて提出すること。
　　ウ　提出先

　　　　〒684-0004　境港市大正町215

境港管理組合港湾管理委員会事務局総務課　電話　0859-42-3705 ファクシミリ 0859-42-3735

（３）質問の受付
ア　質問がある場合は、質問書（別記様式２）により平成29年10月27日（金）午後５時までに提出すること。（ファクシミリも可）
なお、回答は鳥取県公式ウェブサイトの空港港湾課ホームページに掲載するので、企画提案書を提出しようとする者は必ず閲覧すること。
    イ　質問書提出先
        （１）又は（２）ウ
８　行政財産使用許可の手続
　　５により選定された最優秀提案者と行政財産使用許可手続の交渉を行う。当該交渉が不調のときは、選定委員会による審査で、その者に次いで優れていると認められた者と順次使用許可手続の交渉を行う。
９　その他
（１）企画提案書の作成及び提出に要する費用は、提案者の負担とする。
（２）企画提案書に虚偽の記載をした場合には、提出された企画提案書を無効とする。
（３）提出された企画提案書は返却せず、提案者の選定及び企画提案書の評価・審査以外には使用しない。ただし、提出された書類や審査結果は鳥取県情報公開条例（平成12年鳥取県条例第２号）の規定に基づき開示することがある。
（４）企画提案書の受理後の差し替え及び追加・削除は、原則として認めない。

「みなとさかい交流館内売店使用許可事業」特記仕様書

１　目　的

みなとさかい交流館は、境港駅や隠岐汽船への発着拠点となる場所に位置している。さらに、水木しげるロードへの起点となる場所にもなっており、隠岐汽船や鉄道利用者及び水木しげるロード等への観光地への来訪者に対し、当地の持つ特徴を醸し出す物販を行い、交通結節点及び観光拠点としての機能と一体となった売店事業を展開し、交流人口の拡大の一助とすることを目的とする。

２　使用許可条件

（１）使用許可施設

　　　みなとさかい交流館１階（境港市大正町215）

（２）使用許可面積、場所

　　　使用許可面積　90.314平方メートル
　　　使用許可場所　別添図面のとおり　　

（３）使用許可期間

平成30年４月１日から平成35年３月31日までとする。

（４）営業開始時期

　　　使用許可日以降に改修等を行い準備が出来た段階から営業を開始することとする。

原則として、平成30年５月１日までには営業を開始することとするが、使用許可事業者決定後に　営業開始日について協議し、決定する。
（５）営業日

　　　原則として、みなとさかい交流館の開館日とする。

（６）営業時間

　　　午前８時から午後９時30分の間を上限とし、少なくとも、午前９時から午後５時までは営業すること。
（７）営業に要する経費

　ア　売店経営に係る光熱水費、冷暖房費、機械警備費は、事業者の負担とする。

イ　使用許可部分の清掃、営業に要する備品費、廃棄物処理費、その他営業に係る経費については、

　事業者の負担とする。

（８）複数者の連名営業

　ア　複数者が連名で営業する場合は、その構成法人等（個人経営者を含む、以下同じ。）の施設管

理、運営及び法人等間の経費負担等の役割を明確にした合意書を提出すること。

　イ　構成法人等の構成員の一が業務を撤退する場合は、すべての連名者との契約が解除されるもの

と解する。
３　周辺観光との連携及び集客への取組

（１）周辺観光との連携

　　　周辺に存する観光地や観光施設と密に連携した営業に取り組むものとする。

（２）集客への取組

　　　みなとさかい交流館への来訪者の拡大に向け、館内施設のアピール及び来訪者の導線確保・誘導

など、次の事項を事業に盛り込むものとする。

・誘客につながる売店名称

・境港駅及び水木しげるロードとの導線確保及び誘導

・館内の１、２階施設との連携

・新たな販売商品の開発、開拓

・ＩＴを活用した販売及び館内施設ＰＲへの取組
４　その他

（１）境港管理組合の定める諸規程、食品衛生法（昭和22年法律第233号）等関係法令に基づいた運営を行うこと。

（２）営業上許可が必要な事項は、あらかじめ関係機関と協議を行い、使用許可事業者で許可を受けること。
（別記様式１）
現地説明会参加申込書

（みなとさかい交流館内売店使用許可事業）
（申込先）

　境港管理組合　港湾管理委員会事務局
〒684-0004  　境港市大正町215
  ファクシミリ　０８５９－４２－３７３５
	　事業者名
	

	　住　　所
	

	　代表者名
	

	　参加予定者

　職・氏名
	

	
	


　　　　　　　　　　
                                   　　　作成者
                                     　　　職・氏名    ：
                                     　　　電話番号    ：
                                     　　　ファクシミリ：
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 電子メール  :

（別記様式２）

平成　　年　　月　　日

質　　問　　書

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　住　　所

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　事業者名

　　　　　　　　　　　（事務担当責任者）
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 所属　職名
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 氏      名
                                                 電　　　話

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 電子メール
	質 問 事 項
	質   問   内   容

	
	


（別記様式３）

企画提案書提出書
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　平成２９年　　月　　日

　　鳥取県知事　平　井　伸　治　様
事業者名
　
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　住　所
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　代表者                            印
作成責任者
                                     　　　　　　　　　　　職・氏名    ：
                                     　　　　　　　　　　　電話番号    ：
                                     　　　　　　　　　　　ファクシミリ：

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 電子メール　：

　みなとさかい交流館内売店使用許可事業者の公募について、企画提案書及び添付書類を提出します。
（別記様式４）

提　案　者　の　事　業　概　要
（連名提出の場合は、構成法人等ごとに作成すること。）
１　事業実績及び経営実績

（１）設立年月
（２）事業内容
（３）売店業務実績

　　　　年　　月　～　　　年　　月
（４）売店店舗名、所在地、業務期間
	店　舗　名（施設名）
	所　在　地
	業　務　期　間

	
	
	

	
	
	

	
	
	

	
	
	

	
	
	


（５）資産状況
　　平成２８年度末　　　総資産額　　　　　　　千円
　　　　　　　　　　　　資本額　　　　　　　　千円（うち資本金額　　　　　　　　千円）

（６）過去３年間の売上高
	事業年度
	事業全体
	売店部門

	年度
	千円
	千円

	年度
	千円
	千円

	年度
	千円
	千円


（７）過去３年間の営業利益

	事業年度
	事業全体
	売店部門

	年度
	千円
	千円

	年度
	千円
	千円

	年度
	千円
	千円


２　事業執行体制

（１）　役員の状況
　　役員数　　　　　　　　人（うち取締役　　　　　人　、　監査役　　　　　　人）

（２）従業員数
　　事業全体　　　　　　　人（うち正職員　　　　　人　、　パート等　　　　　人）
　　うち売店部門　　　　人（うち正職員　　　　　人　、　パート等　　　　　人）
（注）上記１及び２の記載内容が証明できる資料を添付すること。

別　紙
企画提案内容
	項　　　　　目
	提　　案　　内　　容

	１　売店運営方針及び運営計画と集客への取組

	1 売店運営コンセプト
	・みなとさかい交流館や周辺観光地への来訪者拡大の取組

	
	② みなとさかい交流館の立地条件への理解
	・交通結節点（人流の拠点）

・周辺観光等の資源

	
	③売店構成、集客の取組などの運営計画
	・売店意匠・レイアウト
・集客への取組

	
	④ 経営状況、収支計画
	・継続的な運営をするための取組

	２　主な販売品目と周辺観光との連携及び波及効果
	1 地域特性を活かした品目
	・販売品目と周辺観光との物語性
・企画コンセプトを踏まえた品目

	
	2 周辺観光への波及効果
	・周辺観光の目玉商品としてのポテンシャル
・周辺観光の魅力をアピールできる内容

	３ 事業執行体制
	・経験者の配置など従業員体制

	４ その他独自の提案
	・１から３以外の独自提案


（注）８項目の提案内容ごとにＡ４一枚以内に記載すること。
